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学術図書館における

自足性の後退と学術情報ユーティリティ

一逐次刊行物分野を中心に一

諏訪敏幸

抄録・自足的図書館 (self-sufficientlibrary)は，とんにちなお，図書館活動の理想的なスタイル，

または収集活動が向かうべき目標とされる。だが今世紀を通じて図書館の自足性は後退を続け，とく

に近年，学術図書館の分野ではその非自足的な活動を補う 4つのシステム 図書館間協力，コンソー

シアム，学術情報ユーティリティ，商業的文献供給 (CDD) の役割jが顕著になってきた。これにつ

いて最近30年間の主な動きを概観しつつ，以下の諸点について観察する:1)なぜ自足性が後退し

非自足的活動が強まったのか;2)非自足的活動それ自体はどのように深化・発展してきたのか;3) 

これらは全体としてどのような方向に向かっているか。さらにこれらのシステムの中で学術情報ユー

ティリテイに注目し，次の点、について考察し意見を述べる:1)それは非自足的活動全体の中でどの

ような位置を占めるか;2) 日本におげるネットワーク形態資料の国家的供給はどのようにあるべき

カ〉。

キーワード:分担収集，逐次刊行物，コンソーシアム，外国雑誌センター館，学術情報システム，学

術情報ユーティリティ， lLL，自足的図書館，共同利用，共同蔵書構築， NACSIS，相互協力

はじめに

20世紀は，学術図書館の発展の時代である

と同時に，図書館の自足性の全般的な後退の時

代でもあった。これに替わって，図書館間協

力，コンソーシアム，学術情報ユーティリ

ティ，商業的文献供給 (CDD) という 4種類

のシステムが学術図書館の周辺に地歩を占め，

今も引き続きその重要性を増しつつある。本稿

では，主に 1960年代末以降の日米両国での雑

誌文献収集・提供の分野におげる自足性の後退

と学術情報ユーティリティの形成を中心にこれ

らの流れを概観し，今後の学術図書館の発展に

占める学術情報ユーティリティの位置について

考える。

本稿で学術図書館とは，高等教育機関および

研究機関・施設の図書館の総称である。学術情

報ユーティリティとは学術図書館に対して学術

文献を供給する公的または共同的機関を指す。

1.予備的概観

l.1 自足的図書館

「図書館の自足性Jは静的な概念ではなし
動的な概念である。ランガナータンが「図書館

学の5法則」で指摘したように円図書館は成

長する有機体である。利用者の要求の成長に対

応して図書館がその所蔵資料と提供活動を拡充

することを通じ，自足性は成り立つ。所蔵資料

の拡充が期待し得ないとき，あるいは生じた不

一致に対し所蔵資料の拡充以外の方法で対応す

るのがより適当と判断されるとき，自足性は破

れる。

「自足的な図書館」を単なる理念とみなすの

は誤りである。かつては現実に多くの図書館が

自足的だった。現在も一部の図書館は自足的で

ある。他方，図書館が本来的に自足的だと考え

るのも，現実を単純化し過ぎている。合理主義

的な近代図書館学の繋明期に，既に相互協力論

の萌芽は見られる九近代の図書館が動的な存

在である以上，その自足性は常に破れを内包し

ている。
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1.2 図書館の本性としての非自足性
しばしば，図書館は本来自足的であるべき

で，自足性の破れは雑誌価格の高騰やCDDP

普及など環境の変化に押された結果だと考え'ら

れている。だが，図書館は協力の中でこそ活動

し発展する。協力は図書館にとって採否を選択

し得る一方策などでなく， I魚にとっての水，
動物にとっての空気のように不可欠 (essen

tial)なものだJ": I大学図書館は原理的に相
互協力が不可欠J": I相互協力の意味ないし目
的は，自立的で個性のある単館としての存在作

りを自他相互への働きかげのプロセスの中で進

めること JS• 1 )。ただし環境動因論と非自足性本

性論とは必ずしも矛盾しない。筆者は上に述べ

た通り，図書館の自足性それ自体が非自足性へ

の契機を含んでいると考える。

1.3 学術図書館における非自足的な4つのシ

ステム

1.3.1 図書館間協力

伝統的ILLや相互的来館利用は最も分散性

の高い相互主義的な協力である。とれに対し共

同(分担)収集・保存11)は分散性を保ちながら

も単一の目標を共有し，相互調整によってその

実現をはかる分担的協同の性格を持つ山。大多

数の図書館が図書館団体や相互貸借協定に参加

し，これらを通じた相互協力活動を明示的に自

らの活動のー構成要素として組み込んでいる。

これら非自足的活動のための近代的制度は前世

紀に創始され，今世紀に一般化した12.問。

1.3.2 コンソーシアム

図書館間協力は，さらに緊密な関係に発展す

る場合がある。複数の図書館が連合体'"を形成

し，図書館活動の一部を共同で遂行するという

協力関係，すなわちコンソーシアムである九

米国では 1960年代から 1970年代初頭，図書館

資源の拡充が制約される中で，多数のコンソー

シアムが設立された19'0 1970年代以降，まず

書誌ユーティリティを核として，次いで巨大化

した書誌ユーティリティを乗り越えて，図書館

聞の共同によるより高度の事業展開をめざすコ

ンソーシアムが発展した19.刷。 1990年代に入っ

てネットワーク形態資料が出現すると，個別館

の所蔵を基礎とした分散型の資源共有一ILL

はライセンスの壁にぶつかり，コンソーシアノレ

2 

な共同ライセンスー共同利用への発展が求めら

れるようになった214%共同ライセンス型も

含めてコンソーシアノレな共同購入は，購入コス

ト抑制や購買力の強調など戦術的協同の性格を

持つ25-27)。しかしむしろその本質は，単館で

は不可能な範囲と水準での資源利用を実現す

る，戦略的同盟と理解されるべきである 29'。

1.3.3 学術情報ユーティリティ

独立集中型の先行例である BLDSC([日

NLLST)は，その成功によってその後の多く

のセンター構想のモテりレとなった。これに対し

西ドイツ (SSG)29-32'および日本(外国雑誌セ

ンター)では分野別集中型のシステムが採用さ

れた。米国では全国・全分野的な文献供給セン

ターが何回か構想されたものの，今日に至るま

で実現していない。 CRL33'は特殊コレクショ

ンという使命を負ったために逆に図書館界から

の支持も限定され剖}，米閏の多くの学術図書館

はBLDSCを頼りにする傾向にある{例M 同)。医

学分野では NLMの下で地域別の医学図書館

網の相互協力をパックアップする Regional

Medical Library Networkが1965年に作ら
れ附，米国の諸構想に影響を与えた。

1.3.4 商業的文献供給 (CDD)

商業的文献供給業者 (CDS)だけでなく，

学術情報ユーティリティもその本来の対象範闘

を超える供給活動は CDDの性格を持つ。 CDD

には次の3つの特徴がある:1)個別図書館の

外部の機関:2)市場原理:3)文献供給機能

への特化。

2，背景ー今世紀後半の学術文献流通と図書館
コンビュータ化

2.1 I情報の爆発」
第二次大戦後1970年代初頭までの四半世紀

は，世界的な経済復興と成長の時代だった。教

育・研究の分野では高等教育の大衆化がすすみ，

科学と社会の接点が拡大した。これらは，学術

情報流通に次のような変化をもたらした。

第 lに，学術出版物が急増したvl)。その勢い

は読者側の利用能力および図書館の収集能力へ

の脅威と感じられ， I情報の爆発jとして社会
的関心を集めた。

第2に，学際化が加速されたvll)。学部図書
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館等では既存の学問領域に沿った従来の収集方

針の枠を超える，資料要求の多様化という問題

に直面した。とこでは直接的に，図書館の自足

性が問われることになった叫。

第 3に，急速な出版点数の増大と学際領域の

鉱大が，研究者に一次資料の単独利用の限界を

認識させ，二次資料の普及と充実を促し

た414%単に出版点数が増大しても，個々の

文献が利用者の視野に捉えられなければ現実の

資料要求とはならない。だがこ次資料の利用は

研究者の視野を劇的に拡大し，質的に新しい資

料要求を一同時に所蔵資料の欠落への認識を一

生み出すカを持っていた。 CAや 1Mなど一部

の有力な二次資料は 1960年代以降コンピュー

タによる文献検索システムへと発展を遂げ，研

究者の要求をさらに飛躍的に広げる役割を果た

した。

2.2 研究者と学術情報の関係の変化

今世紀を通じて，学術情報の流通は図書から

雑誌へと比重が移った。二次資料の普及と発達

の結果，研究者と雑誌文献との関わりは l刊行

物単位叫のブラウジングから 1文献単位のアク

セスへと比重を移していった46-47川川。乙れら

はさらに2つの変化をもたらした。

第 lに 1号から 1文献へ，取り扱い単位が

軽量化したことによって，流動性が高まった。

これに対応して複写提供という 2次的流通形態

が発達し，図書館資源共同利用の新たなステー

ジを拓いた。さらにネットワーク形態資料の時

代が到来すると，文献単位の流通はネットワー

ク化された学術情報の l次的流通の 1つの基本

形態にもなった。

第2に，研究者の関心は，身近な特定の数誌

だけでなく，既知と未知とを問わず広範な学術

雑誌上に分布する多数の文献に関わりを持つよ

うになった。他方， STM系学術雑誌では，研

究者間の競争激化の下でインパクトフアクター

(I!F)などの評価指標")を用いた発表手段の選

別が促進された。その結果，一方でI!Fの高

いコア誌への集中が強まると共に，他方では広

範に拡散した膨大な裾野が形成されるという構

図が生まれた。学術図書館は，乙の二重構造化

した要求に応えなければならなくなった凶。

2.3 I雑誌の危機j

この約30年間，雑誌価格の高騰は物価水湘

の上昇を大きく超え，危機的と言われる水単で

推移した54)0 Fry& Whitc聞の詳細な分析は，

それが雑誌市場の弱体性・不安定性に根ざす構

造的なものであるととを示した九米閏では

1970年代から指摘されていた雑誌購読経費の

膨脹叫とそれによる図書予算の圧迫60)が1980

年代後半以降深刻化し，国家レベルのマクロ的

な蔵書構成の歪みが懸念されるまでに至っ

た81)。財政的逼迫による購読中止は，受入タイ

トルの全国的な多様性を失わせ均一化させる方

向に作用する"砧刷。原価上昇の影響は日本で

も現れた。一時は円高基調で推移する為替レー

トが危機を緩和したが，パプル崩壊と円安転換

により再び厳しい情勢を迎えた同一")。

2.4 コンビュータ化

米国では図書館でのコンビュータの利用は

1950年代半ばに始まり，その後約 10年間で図

書館業務の各分野に拡大した")。続いてオフラ

インのネットワークが，そして 1971年には

OCLCのオンライン・ネットワークが出現した
国 [76)をも見よ)， 1970-80年代を通じ，コンビュー

タ技術は図書館業務と図書館聞の共同に揺るぎ

ない地位を築いた。 1990年代半ば以降大きな

転機が訪れた。米政府の NII政策問とコン

ピュータの低価格化によるインターネットの急

速な普及を背景に，ネットワーク形態資料の流

通が本格化し，多様な形態のネツトワ-ク形態

資料が学術情報流通の分野に進出した乙とであ
る7沌8一-81剖1川'

に新たに次のような類型が加わつた:“所蔵資

料の拡充ではなくし，外部のネツトワ一ク形態資

料へのアクセスが要求されるとき"二。
電子的二次資料をも結合したネットワーク形

態資料の統合的提供は，コア誌を中心に学術雑

誌の流通のしくみを根本的に変えるものとなり

つつある問。そして印刷物中心の機関ごとの蔵

書から，電子化された共有の情報資源への複合

的な転換が，今日の図書館の課題となってい

石叫。
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3.日本における初期の政策的発展

3.1 情報ヰンアラ政策の出現

戦後日本で，全国ネットワークによる文献供

給活動を唱えた政策的文書としてまず挙げな砂

ればならないのは， 1960年の科学技術会議第

1号答申叫である。同答申は， I産業の発達や

福祉の向上」を支える情報インフラの確立とい

う観点から，科学技術情報センターの6.6倍規

模(当時)の「総合情報センターjを中心に分

野別の専門センターやデータ・センターを配し

た「体系化」すなわち情報供給ネットワークの

構想を示し，大学図書館もこの中で「専門的分

野の情報センターとしての役割を果たすJと位
置づけた。この構想は後に同第4号答申'"にお

いて NIST構想として集大成された。これら

を通じ，折からの高度成長の中で情報インフラ

整備の必要性が社会的・政治的に広く認知され

ることになった。

続いて 1964年の日本学術会議勧告「大学に
おける図書館の近代化についてJ87)は，科学技

術会議答申も受けつつ， I学問全分野にわたり，
内外の学術文献情報を網羅的かつ迅速に収集

し，これを広く研究者の利用に供する体制lを確

立することは学術研究上不可欠の基本的な措置

である」との立場から「全国センター，地域セ

ンター，専門分野センターj等をその構成要素

として含む「大学図書館の全底的な協力体制j

を提言した。

3.2 外国雑誌センター館制度

3.2.1 制度の性格

当時，日本の大学図書館の大勢は，既存の個

別図書館の自足性の追求を基本に，その補完と

して保存図書館設立や相互協力の強化を唱え

る田制という立場に立ち，上述の諸構想とは視

点を異にしていたxll!)。拠点図書館方式による

「外国雑誌購入費」配分という形で1977年に発

足した外国雑誌センター館制度は，このような

実情に即し， I既存の図書館の機能の発展の上
に，従来の欠落部分を補完JIOO)するという形で

実現きれたX川。だがその狙いは文献供給拠点

の形成と大学図書館のネットワーク化にあっ

た。外国雑誌センターを含む学術情報システム

政策は， NIST以来の情報インフラ整備政策の
共体化102-104)であると共に，上田105)が指摘す

4 

るように 1)NISTへの対抗， 2)包括的な国

立大学図書館政策， 3) 日本版書誌ユーティリ

ティと DBサービス等の側面を持っていた。こ
れらは，学術審議会の答申等による政策的枠組

みの中で，関連する諸制度と共に整備されて
いった 106-1町)。

3.2.2 発足前

1973年の学術審議会報告「学術情報の流通
体制の改善について」醐[酬をも見よ]は， I内外の

出版物を適切に収集し，遺漏のない利用を図る

ことを目的」とした「緊密な分担・協力のネッ

トワーク」の必要を説き， I内外の出版物」の
収集をネットワーク構想の中に位置づけた。ま

た同報告は， I第 1システム[従来の図書館シ
ステムー引用者注]の変更を急激に行わない。

第2システム[コンビュータネットワークを通

じた学術情報システム 同前]の定着によっ

て，第1システムが漸次変更されることが望ま

しい。jという立場をとった11%

3.2.3 発足後

1980年の学術審議会答申「今後におげる学
術情報システムの在り方についてJllllは，拠点

図書館を予算運用から制度へと発展させ，学術

情報システムのー構成要素として政策的位置と

方向を明確化した。基本的な考え方は次の3点
に要約される 112111%

第 1に，学術情報システムは， (1)一次情

報の収集・提供システム， (2)二次情報検索シ

ステム， (3)我が国独自のデータベースの形

成を 3本の柱とし，それらを円滑に運営するた

めの中枢機関として学術情報センターを設置す

る。

第2に，一次情報収集における体系性の確保

のため，学内の需要に沿った収集をおこなう既

存の大学図書館の充実とともに，領域別に全国

的な拠点図書館を設けて分担収集を図る。

第3に，自然科学系については拠点図書館に

よる外国雑誌収集が，また人文社会系について

は外国図書の大型コレクション購入が，全国的

な欠落を埋める役割を果たす。

答申を受けてただちに学術情報センターの設

置が着手され114k その後の行政的施策はこの

組み立てに沿って進められた 115)。また文献複

写制度についても 1978年の国立大学等図書館
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間文献複写経費処理の簡素化116)など，本格的

な全国ILLの展開に向げた基盤整備が並行し

てすすめられた。

4. NPC構想とその挫折

4.1 非自足的図書館の2つの方向

「雑誌の危機」に直面した米国図書館界は，

1970年前後から打開のための模索を開始した。

H.C. Atkinsonは相互協力の徹底を主張した。

彼は，図書館ではほとんど読まれない多数の雑

誌が受入，製本，排架されていると指摘し，こ

れらは幾っかの拠点での保存とコピー利用に置

き換えることでより低コストで対応できると論

じた哨。そして図書館聞のネットワークこそが

問題解決の道であり，各館がほんの少し力を割

くならネットワークは図書館にとって不可欠の

一部分になると考えた117)。他方，ネットワー

ク自体は新しい資料を生み出すわけでなく資料

の供給センターが必要だと考えたR.De Gen. 

naroは，図書館が窮乏化に向かう状況の中で

の文献供給戦略の中心に BLLDをモデルとす

る学術情報ユーティリティを据えた 118)。

4.2 ARLおよびNCLISのセンター構想

1971年， ARLは7ァーミントン・プラン刊

の限界を乗り越える新たな文献供給システムを

模索すべく，国立雑誌資源システム (NPRS)

の可能性に関する研究プロジェクト (Palmour

ら)を発足させたXVl)o 1974年に出版された報

告別}は雑誌文献供給の現状について，

• ILLは二次的なサービスであり，不十分

・多くの図書館は非現実的目標である自己充足

を目指している

・特定の大図書館に ILLが集中(75%)して

いる

などの問題を挙げ，国家的な解決，つまり

NPRSの整備が必要だと述べた。その上で

NPRSのあり方について 3つのモデルを検討

し，連邦予算で運営される (BLLD型の)単

一の国立雑誌センター (NPC)の設立が

NPRSの最善の戦略であるとの結論を示した。

Palmourは後に NCLISのタスクアォース

による 1977年の報告121) “GreenBook" に

も関わった。この報告は3階層から成る砂時計

型のネットワーク NationalPeriodicals Sys-

tem (NPS)を提唱し，その第2階層つまり砂

時計のくびれに NPCを配した。第1階層を構

成する通常の図書館ネットワークで処理できな

い文献要求を NPCに転送し，きらに必要な場

合は NPCを通じて第3階層である国立の各種

図書館や特殊コレクションがパックアップする

という構想である。

4.3 N ational EnquiryのNPC構想とその挫

折

1977年， N ational Enquiryの報告書が出版

された。同報告は学術出版と流通について全面

的な分析をおこない，改善方策を提言としてま

とめた122)。その主要提言第 2項(全提言の

4.2) として NPCの設立が提唱された。

NPC構想は 1979年に高等教育法改正案と

して議会に提出された。この法案が還っていれ

ば， 1980年代初頭には米国にも BL型の国立

雑誌センターが誕生したことになる。しかし

「地理的条件や大図書館の所蔵状況の違いがあ

り， BLはモデルにならないjl23l， r遠からず商
業的文献供給業者の活躍や電子的文献供給に

よって NPCは時代遅れになるJ124)等の反対意
見が図書館界内部から噴出した。出版業者や一

部の学協会も議会に反対の圧力をかげ，巨額の

財政投資に対する懸念も現れるなどすったもん

だの末，己の法案は事実上葬り去られることに

なつた出'出'0NPCの先行構想から挫折までを
整理した Biほggsの労イ作乍

令宮抜きでインデイアンに立ち向かつたような

ものだjと評している o NPC設立を断念した

米国図書館界は，これ以降，他の選択肢の模索

の時代に入る。

5.非自足的図書館活動の展開

5.1 Access vs. Ownership 

De Gennaroは1984年，電子的形態の情報

の進出を予見し， collectionから accessへの

転換を主張したーただし電子化は伝統的なやり

方の犠牲の上にすすめられるべきではなく，引

き続き資料と施設の甑充が必要だと言うのを忘

れなかった128)。米国では 1980年代後半から

1990年代前半にかげて，雑誌価格高騰と予算

逼迫の下で購読雑誌削減が進み， ILLが急増，

コンソーシアルな共同が強められると共に，他

5 
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方でCDDの利用の拡大へと進んでいっ
た129-134，XVJ 1)。図書館界では乙れを受けて

“access (外部調達)かownership(所蔵)か"

が議論され，コスト的に accessの方が安くづ

く，低利用誌のキャンセlレは合理的でそれらは

すべて CDDかILLにより調達可能xvluhなど

の主張が次々と現れた136-140)。これに対し，

1)誰かの所蔵なしにはILLも成り立たない，

2) CDDの継続性と信頼性ー特に低利用誌の

継続的供給への不安， 3) CDDに適さない

図書等の資料の存在，4)ブラウジングの要

求，などacce田の限界を指摘する意見も現れ

た"ト同" Potterは図書館はニーズに応じてさ

まざまな文献入手方法を統合するべきだと主張

した叩〉。外部的な文献供給システムの進出は

図書館のあり方を変えようとしている148」そ

してネットワーク形態資料の進出と併せ情報流

通の環境が大きく変化する中で，図書館や図書

館団体の役割149-1(4)，accessをも視野に入れた

“collection"概念の再構成や蔵書構築のあり
方155158)，などが引き続き模索されている。

5.2 相互主義的協力および分担的協同の限界

「相互」協力という用語は実態を正確に表す

ものとは言えない。最も相互主義的なはずの

ILLでさえ，多数のnetborrowerと少数のー
その多くは大規模な1問-td-:L-160)-_netlenderと

の分離という古典的な問題がある山)0Net 

lenderには，労力と投資の負担，資料の傷み，

利用上の不便などの問題が集中的かっ継続的に

現れるxl刈。これを避けて相互性を強調すると，

協力の実が上がらない叫117)。

図書館間協力は ILLであれ分担収集であれ

各館の分散性が前提であり，各館にとってみれ

ば固有の目的に照らして二次的な活動とならざ

るを得ない。図書館間協力は，共同のリーダー

シップと各館の能動性，個別の要求と全体的な

必要性の，バランスの上に成立する163)。それ

は各館の業務に占める協力活動の比重が小さけ

ればこそ容易に実現し得る。利用者の要求と個

別館の提供能力との差が拡大し，協力がより必

要とされる状況叫になればなるほど，逆に困難

が増大する。

問題の解決の方向は次の3つである:1)共

同的な指導性の強化削';2)各館の第一次的

6 

責任の再定義一利用者像の変化;3)図書館外

部に文献の供給源を求める。

5.3 利用者像・図書館像の変化

第一次的責任の再定義は，さらに2方向に分

かれる。

第 lは，個別館レベルでの再定義であり，協

力・協同への参加と依存を前提に，自館の蔵書

構築方針を自館利用者の要求に即して限定的に

見直そうとするものである聞-169.xx川。

第2は，協力関係そのものの中での第一次的

責任の再定義，つまり参加館全体の利用者への

サービスに責任を持つという方向である川}。

「図書館員は“当館の利用者"というこれまで

の考え方を変え，“われわれの[共同の]利用

者"の要求に沿ったビジョンを共有しなければ

ならない。」叫

乙れはコンソーシアルな共同の強化の方向で

もありH111}，更に，シームレスな図書館，シー

ムレスな資源提供という考え方につながってい

く'"川。

6.新たな学術情報ユーティリティ構想

6.1 再びNPCをめぐって

米国で国家的な学術情報ユーティリティに関

する積極的な議論が再び現れたのは， 1990年

代半ばである。 Dowler1741は，研究環境の変化

による資料要求の拡大と財源的制約により自足

的図書館はもはや限界であり，国家的(全国

的)システムと機関が必要だと主張した。ま

た，問題は資源を共用する仕組みではなく，共

用し得る情報資源をどう築き上げるかだと指摘

した。しかし米国におげる大方の意見として

は，資料の偏在や個別館の自立性指向の強さな

どから無計画的・非構造的な資源分担の形態が

米国には適しているとする伝統的な立場刊に加

え，集中型センタ一方式の脆弱性問)，電子的

環境への不適合176)などを理由に， NPCへの反

対がなお根強い。

6.2 ネットワーク形態資料の公的・共同的供給

ネットワーク形態資料が重要性を増すと共

に，その共同利用(1.3.2) ，"v'と外部供給が従
来からの図書館間協力による提供活動の必然的

な発展として注目を集めるようになった。

米国では 1994年に NII政策の一翼を担う形
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でHawkins178-179lの国立電子図書館 (NEL)

構想，すなわちネットワ}ク形態資料の国家的

供給の構想、が現れたxxvl)。

現在各国で進行しているプロジェクトは，コ

ンソーシアノレな協同を基礎とするもの，国家的

調整を図るものなど多様である181-184)。尾

城2田)は英国の分散協調システムを紹介しつつ，

「孤立したj電子情報資源の一元的利用を図る

必要性を指摘している。 xxv!l)

7.まとめ
7.1 学術図書館におげる非自足的活動の必然

性と深化

非自足性は図書館の本性の一部分である

(1.1-1.2)xxvJ!J)。この30年間，出版と利用の

双方の構造変化 (2.1-2.2)および価格上昇と

予算逼迫 (2.3，5.1)が，学術図書館を非自足

的活動へ押しゃる強いカとして働いた。非自足

的活動は，それ自身の内因によって (5.2

5.3)，またネットワーク形態資料の出現など環

境の変化に対応して (2.4)，さらに園の情報イ

ンフラ整備政策 (3.1)によって，深化し，外

部化するという発展の経過を辿り，学術図書館

の非自足性を補う外部的なシステムの形成へと

向かった (1.3，3.2， 4.， 6.)。

こんにち，大局的に見て自足的図書館への回

帰はあり得ない。主要な問題は，人類の知的資

産を適切に収集・継承し，供給し得るシステム

を，学術図書館総体としてどのように構築する

かである。

7.2 日本における学術情報ユーティリティの

位置

大学が「大学らしい大学J'聞であり「学術の
中心J(学校教育法)であろうとするなちば，
それにふさわしい学術情報基盤の形成が必須で

ある18%また今日の学術情報環境の中で，

COE形成政策は二重構造化した要求 (2.2)に
全面的に応えることを学術図書館に求める。

しかし個別の学術図書館，あるいはそれを基

礎にした図書館間協力が乙の要求に応えること

は，財政的事情に加え次の理由からもますます

困難になると予想される:1)研究者組織と研

究内容の流動化が個別館にお付る安定的かつ一

貫性ある資料収集を困難にするXXIX); 2)人員

削減の進行により個別館の活動の基盤ー IdJU，~

に，専門的人材育成と経験蓄積の場ーが渡辺す
るxxx}。

他方， CDD は最も効率的な文献供給"'~到

する可能性を持つが，今のところ次の2点で|製

界がある:1)非採算的な要求に今後とも応え

る保証が無い;2)文献供給機能への特化であ
り保存一人類的な保有ーの機能は付随的にしか

果たし得ない。

学術情報ユーティリティは，文献供給システ

ムの中で，次のような可能性を持つ唯一のシス

テムとして独自の地位を占める:1)情報格差

の解消;2)供給・保存双方の安定的実現。

7.3 ネットワーク形態資料の国家的供給

日本におけるネットワ}ク形態の学術資料の

全国的供給について，地域的・分野的および個

別的供給との役割分担を前提X叫として，筆者

の意見は次の通りである。

1)供給活動は公共性を維持xxxll)する。理

由:安定的な収集・保存機能が必須であり，市

場原理に立脚した供給活動には本質的な困難が

ある。

2 )供給体制は学術情報システムー外国雑誌

センター体系を再編しその一環として設ける。

理由:学術文献の収集・保存・供給に関する総

合的なビジョンと一貫性ある方針が必要。

3)供給機構の中心は学術情報センタ}に置
くxxxlll)。理由:CAT/ILLとも連携した，供給

ソフトウェアの開発・管理・運用が必要。

4)供給対象資料はコア誌を柱とし，低利用

誌を含めナショナノレ・ライセンスが可能かつ合

理的な資料をこれに加える。理由:情報格差解

消と網羅的提供が必要。

5 )利用者による評価機構を組み込
むxxxlv)。

7.4 追加的な幾つかの選択肢
7.4.1 よりラデイカルな ownership

研究者の著作物の著作権が非営利セクター

特に大学 に帰属するならばよりアクセシビリ

ティが増大するだろうという意見があ

号196，147)。長期的には，学術情報流通の中で著

作権・著作隣接権の果たす役割が公益に対する

私権の優越という性格を強め続けるなら，何ら

かの社会的再構成が必要となる可能性がある。

7 
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7.4.2 より分散的な公的文献供給

日本型の外国雑誌センター館方式は，より分

散的な形態をとることもできる。ナショナノレ・

コレクシヨンとして有用と認められるユニι
ク・タイトlレを継続購入・提供する館に，その

経費相当額を交付し，継続を義務づける回目}。

交付は実施状況の認証を経て毎年更新される。

この方式は，ナショナル・コレクションの設計，

評価，およびコントロールの方法論と実施機構

が確立されれば，実行可能である。

7.4.3 ネットワーク形態資料のILL型共同利
用

ネットワーク形態資料はILL型の共同利用
も技術的に可能である。まずある学術図書館ま

たは学術情報ユーティリティ(以下「契約館J)

と出版者が以下のような利用形態を認めたライ

センス契約を結ぶxxxvl)。ブノレテキストを入手

しようとする各館は契約館を通じて書誌情報に

アクセスし， 7)レテキストの取得要求を発行す

る。取得要求を受げた契約館では要求を待ち行

列に入れ，先頭から順にフノレテキストを返

すxxxvlJ)。

7.4.4 より一体的な学術図書館組織
日本の国立大学・高専・共同利用機関の図書

館に限って言えば，全国的な国立学術図書館組

織を設置し，各大学の図書館職員の一部または

全部を併任とすることで，全国一体的な学術情

報基盤の形成を促すことが考えられるxxxvll!)。
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i)この他市伊藤"は相瓦協力の必要性につい

ての意見を，情報過多説，経済的合理説，

図書館活動必然説，理念重視説に 4分類し
ている。

ii)日本で広く見られるような分担収集・分担

保存7-9)に対し，コンスベクタス山川は各大

学の個性と図書館活動における分散性をよ

り明確にした手法である。

iii)したがって通常，共同収集を伴わない相

互利用はあっても，何らかの形での相互利

用を伴わない共同収集はあり得ない。

iv)連合体は，その構成単位ーとの場合は各

館や各大学の自立性が前提である。つま

り，構成単位はそれぞれが自律的な意思決

定と行動の能力を持ち，その共同の意思決

定によって事業の一部を共同化するのが連

合体である。共同の意思決定は構成単位に

対して拘束的であり，共同化された事業は

もはや各構成単位の事業の寄せ集めではな

く，単一の事業である。 Kohll4)は

OhioLINKにおいて貸出のような各館の基

幹的機能が全システム(コンソーシアム全

体)の機能となることを挙げて，コンソー

シアムにお付る図書館間の関係を「協力と

いうより統合と言うのがふさわしいJと
言っている。

v)‘'Consortium"という用語は，図書館聞

の恒常的な協力関係一般，つまりここで言

う図書館間協力(協定による相互主義的協

力および分担的協同)を指して使われると

とがしばしばある(実例については 15)など

を参照)。本稿ではここに定義した通仇連

合体的運営の下に単一共同的におこなわれ

る業務の有無によって両者を区別する。も

とより英語圏において“consortium"は初

めに定義があって使われたわけではないし

図書館学だけの用語でもない。用語として

これを使うには，意味の広がりの一部を切

り捨て，ある線で区切って使わざるを得な

い。上述のように単に幾っかの図書館が協

定を結んで相互利用を可能にしているのを

指して“libraryconsortium"と呼ぷ場合，

本稿ではこれをコンソーシアムではなく図

書館間協力とみなす。これらの図書館がも

しも相互貸借のために共同の連絡使を走ら

せたり，共同のオンライン目録を作ったり

すれば，その限りでこれらはconsortiumで

ある。逆にそれらがco-operatives，net 

works， collectives， alliances. または

partnerships同などと呼ばれても，上の条件

を満たすならそれらはコンソーシアムであ

る。コンソーシアムがその内部に自立した

文献供給機関を共同設置する場合，その機
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関は学術情報ユーティリティである。井

上川は「相互貸借Jrコンソーシャム」
「ネットワーク」を，それぞれ利用，利用十

整理，利用+整理+収集の共同化であると

い相互貸借は一過性の協力であるのに対

しコンソーシャムは組織化された持続的協

力，またこれら 2つが単館の論理優先であ

るのに対し，ネットワークは複数館の論理

が優先する構造化された組織であるとした。

また相互協力からコンソーシャムへは内因

により進化するが，これらとネットワーク

との聞には越え難い溝があり，環境変化な

どによりはじめて移行すると述べた。本稿

は，多くの相互協力が協定の下に恒常化

し九また購買コンソーシアムや電子ジャー

ナノレコンソーシアムが重要性を増している

等の実情を考慮し，井上とはやや異なる定

義，区分，および関連付けを試みた。

vj)そのメカニズムについて以下の説がある。

1 )構造的増加説:Bennion刊は，長期的に

見て学術論文数の増加の背後には科学者数

の増加があり，かつ学術論文数の増加は 1

タイトノレ当たりの掲載論文数の増加ではな

くタイトル数の増加として現れるという

Dellek de Solla Priceの指摘筆者未見ー

を紹介した上で，学術雑誌はより細分化さ

れた分野・より少数の読者への特殊化の繰り

返しで増加していくと論じた。 2)ビヘイ

ビア説 Broad叫は 1960年前後から 198日

年頃への学術論文の増加を論じ，研究者当

たりの学術論文数は増加したが，それは発

表のあり方の問題，つまり，共著者の増加

(1960年1.67人/編から 1980年 2.58人/編

へ)と，発表単位の細分化によるものだと

述べた。

vii)ただし学際化は学問の発展においてむし

ろ本質的で，必ずしもこの時代だ砂の特徴

とは言えない制。

viij)むろんこれ以前から，参照文献リストを

もとにした文献単位のアクセスが研究者の

文献利用において重要な役割を果たしてい

た。だがCAやMEDLINEといった二次資

料は，研究活動における文献単位のアクセ

スの比重と意味合いを大きく変えた。

ix) これは文献供給の側から見ると，多数の

低利用誌への要求の分散となって現れる。

年に 1回以上供給された雑誌のうち 1回

しか要求されなかったのは:約36.7%(医

学分野)"】， 70% (医学分野)50)，約80%

(生物学を中心に自然科学全般)'りなど。他

方， I/Fは館内利用度と相関している問。言

うまでもなくI/Fの高いコア誌は多くの図
書館が所蔵している雑誌でもあるので，そ

の利用度は ILLには反映しない問。

x)雑誌価格の上昇については，この他に，

1)出版者の独占や価格操作56-57)， 2)分

野の細分化問，などが原因として挙げられ

ている。

xj)雑誌の内容的価値と価格は直接相関せず，
キャンセノレは再評価の好機である67.68)とい

う意見も一方にある。しかしこれらの意見

は，マクロな水準での多様性の喪失という

問題に答えていない。 Chrzastowskiらの2

回目の調査聞は，多様性の喪失がコア部分

をも侵しつつあると指摘している。

Wessling64)は，蔵書こそ他のアクセスポイ

ントにはない図書館に固有のものであると

指摘し，所蔵があればこそ形態にかかわら

ず統合的に資料を提供することが唯一図書

館にのみ可能となり，また他の形態の資源

との取引材料にもなると言う。所蔵の衰退，

特に多様性の喪失は，このような図書館の

強みを減殺することになる。

xij)文献のオンラインによる提供それ自体は

既に 1970年代初期にオンデマンド・パプ

リッシングという形で関心を集め，また

1983年には米国化学会の 18の学術雑誌がオ

ンラインで提供される (82)による)など長

い歴史を持っている。

xiii)当時の国大図協における資料費要求は，

個別大学におけるいわば在来型の資料購入

費の増額要求という範鴎にとどまってい

た問。 1969年から 1973年に国大図協が取り

組んだ「相互協力による総合的収書計画」

の各報告札位}は諸外国の実情の分析を踏ま

えて[ナショナノレレベルでの収書の組織化J
「ナショナノレ・プランの必要性」に言及する

など，上述問題意識に近付いている。しか

しこれらの文書も「総合的収書計画Jを
「資料の購入，交換，保存の義務と責任を，

・[中略] 一各館の固性{ママ〕を生かしなが

ら，何らかの規準なり，合意にしたがって

合理的に配分・分担することを意味するJと
定義することから明らかなように，科学技

術会議答申等とは基本的視点を異にしてい

た。同報告資料で言及された「保存図書館」

9 
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構想(名古屋大学)は，その後「共同利用

図書館J構想聞などを経て今日も「保存図
書館」構想として引き継がれている94-97)。

しかしその主たる役割は， r各大学において
不用となった資料…を集中し保存するJ(平
成6年3月付の報告書)とされるように，

あくまでも「基本的に分散型Jである資料
保存システムにおいて各大学の一次保存機

能を補完することにある。集中保存が適切

だから集中保存するという立場ではない。

性格的には MILC(後のCRL)叫などに近

い。なお国大図協の平成11年度要望 (r資
料共同利用センター(仮称)J)は，専門分

野別資料センターの集約統合， r新たな高度
な情報サービス体制」の確立など，やや性

格の変化が見られる9針。

xiv}遠山・田中は，このような行き方を， r新

規の機関を設けるべきだとする英国のj路

線と対照している。英国式の貸出図書館構

想は，実は科学技術会議の 1966年の「意

見」川に現れる。「将来は，契約した図書館

を貸出の対象とするイギリスの国立科学技

術貸出図書館のような貸出図書館の設立に

ついて検討する必要があるjとの一文であ

る。しかし科学技術会議第4号答申は結局
この方向を採用せず，より分析的な全国

ネットワーク体系の方向へと進んだ。

xv)アメリカにお砂る外国学術図書の大規模

な分担収集事業で， 1942年にコネチカット

州7ァーミントンで計画が検討され， 1948 

年 1月から実施， 60以上の学術図書館が参

加し，世界の学術図書を少なくとも l部ず

つアメリカ圏内に所蔵することを目標とし

た。

xvj) ARLはこの時3つのプロジェクトを同時

に発足させた。他の 2つは1)ILLの財源

方式の改善(同じく Palmourらによる)， 

および， 2)コンビュータを使用した ILL

のための図書館間コミュニケ」ションの方

法 (Hayes]川 )-SILCと名付付られた，オ

ンライン・ネットワークによる ILLの具体的

構想を提案ーである。

xvii)これら米国内の諾報告を見る限りでは，

accessの進出がownershipを衰退させたと

いうより， ownershipの衰退がその代替と

して ac町田の進出を促したという色彩が強

い。両者の関係について議論するさい，注

意すべき点だろう。
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xviii}ただし Russon&Campbell135)は小規模な

調査の結果，雑誌の購読の代わりに ILLが

使われているわけではないと結論している。

xix)現場ではすべての館に問題が現れる可能

性がある。なぜなら，負担が相互に振り替

わっているー当館の購入予算削減が他館の

ILL受付と当館の依頼業務に，他館の予算

削減が当館の ILL受付にーという事実が理

事者に正しく認識されず，負担増について

十分な手当てがなされないということが起

こり得るからである。

xx)故選l叫によると，米国では r1980年代か

ら支配的であった，“ILLは蔵書構築に代替

するものでなく補助的業務でしかない"と

いう補完主義に対し， 1993年には ILLを図

書館業務の主要な業務と位置づけJる「米
国ナショナルILLコードjl65)の全面改訂を

おこなった。

xxi)一例として， TexShareはILL依頼先の

優先順位について，依頼が集中しやすい医

学図書館・大規模図書館は避けよ， ABC順

で最初に来る図書館に安易に依頼しないよ

う注意せよ，同じ館にばかり依頼をするな，

などの指針を作成している 166)0

xxii)例えばSmith&Johnson酬は研究図書館

の生き残り戦略について，長期的な蔵書構

築では国家レベルの協同蔵書構築に参加し

つつ，ローカルな蔵書構築は短期的な現在

の利用者の要求への対応という l点に絞り

込むべきだと主張した。

xxiii)第一次利用者の再定義は，図書館間協力

やコンソーシアムだけでなく，既存のコン

ソーシアムが学術情報ユーティリティの形

成あるいはCDDへの進出を図る場合も現れ
る川。つまり，非自足的図書館活動の深化

と第一次利用者の変化は相携えて起こる。

xxiv)雨森は，ネットワーク化の進展の中で

「図書館の利用者とは誰か」が最も基本的な

問題の lつになったと言い， r図書館の蔵書
を構成する情報・資料 は基本的に人類共有

の知的資源」だという観点から「館種を問

わず，可能な限り利用者の制限を緩和する

こと，そして望むらくは，制度上の利用者

限定を撤廃すること」を求めた2問。また，

Shreevesは rPatron-initiatedILL は，コ

ンソーシアムの参加館の所蔵が単一のもの

に見え，コンソーシアムがあたかも“lつ

の図書館"であるかのように見えることを
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求める。資源分担の最終的なビジョンは，

その資源がどこにあるのか利用者がまっ

たく意識せずに使える完全な電子的環境で

ある。Jと述べた同》。
xxv)ネットワーク環境では，技術的な共有可

能性の後を社会的関係としての「共有J(共
同利用)が後追いする形になる。兼松山〉は

次のように指摘する:いわゆる電子図書館

は情報の共有を実現するが，それは「資源

共有Jの観点から積極的に実現されるもの
ではなしその技術的特性の帰結として結

果的にそうなったに過ぎない。

xxvi)これを独立の非営利機関とするべきだと

いう Hawkinsの提案に対し，コンソーシア
ムを基礎とすべきだ180)等の修正議論も現れ

た。

xxvii}ここに挙げたのは，図書館が雑誌の危機

に対応しつつ提供可能な資源を拡張するこ

とを目的として/または学術情報ユーティリ

ティとして，構想されていると考えられる

ものである。電子図書館プロジェクトのも

う一方の流れ瑚}として，“情報環境・情報資

源の変容に対応して電子形態の情報サービ

ス空間/情報流通空聞をどのように構築する

か"という問いに答えるものがある。同じ

ゴールに向かうとはいえやや文脈が異なる

というべきだろう。

xxiii)誤解のないよう付け加えると，各館が自

足的努力を強めるのが無意味だというので

はない。第 1次利用者へのサービスはもと

より，収集，整理，保存187)等のすべてにわ

たって，各館にはそれぞれの責任がある。

この責任を果たす努力抜きに非自足的活動

に寄りかかろうとするのは，単に図書館活

動の崩壊を意味するものでしかない。

xxix)利用者もまた拡散する可能性がある刷。

また，ネットワーク環境の下では利用者の

姿が見えにくくなることに留意しなげれば

ならない。

xxx)収集業務から ILL業務へのシフトが進む

ことにより，各館における総人員(定員外・

臨時的人員あるいは外部委託のための予算

も含めて)の削減あるいは抑制の中でも，

総人員(予算)に対する各部門の人員(お

よび外部委託等の予算)の構成比配分は，

収集部門から ILL部門に移動する。この移

動は，図書や低利用誌にかかわる部分を除

けば，各館の業務/人員比(スタップ l人当

たりの業務負担)から見て不利な変化とな

りやすい。なぜならば，資料収集の仕事は

書誌的または物理的な資料1点ずつに対す

るものだが， ILLはそこに含まれる文献1

件ずつに対するものだからである。ある逐

次刊行物情の 1タイトル・予約年の収集・整

理・管理(自館貸出を含む)・保存の業務量を

Ilw刷これを予約・受け入れなかった場合

に発生する外部への文献要求件数を sqm，

また外部への文献要求 l件当たりの平均業

務量 (ILLについては依頼側+受付個)を

w，とすると，労力的には6.Wm>.d.qm-Wa
なら収集から外部調達への移動が合理

的なら均衡，くなら外部調達から収集

への移動が合理的である。 ARLの調査によ
ると ILL1件にかかる平均コストは依頼側

$18.62，受付側$10.93，計事29.55だが，

その77%は人件費である山}。予算の逼迫と

人員削減の同時進行下では， ILLによる所

蔵の代替には自ずから限界があると考えな

げればならない。

xxx叫j)分裂の不利益について米国の経験

参照。

xxxii)名和問}は，電子図書館が著作権法上の制

限を迂回する方法として公共性維持と市場

への参入の2つの選択肢があり，前者は電

子図書館が電子出版物の保存と組織化の機

能を持つことで著作者・出版者に対しパーゲ

ニング・パワーを得て実現することが可能だ

と論じた。なお，図書館は市場が失敗した

サービスを取り扱うとする谷口問}の指摘を

も参照。

xxxiii}ただし谷口出)は学術情報センターの巨大

戦艦化は避け，文献原資料を持たない学術

情報センターの果たすべき役割をよく考え

るべきであり，また情報システムの学術情

報センターへの集中化についても慎重であ

るべきだと言っている。

xxxiv)柴田附は，当時形成途上だった学術情報

システムについて論じる中で，真の学術情

報システムをそこに「参加している大学図

書館等が，あたかも一つの組織であるかの

ように機能する協同体jと規定し，それに

至るためには学術情報システムは「利用者

が主体的に運営するものでなければならな

い」と述べた。残念ながら今日に至るまで，

日本の学術情報システムの中にこのような

仕組みが適切な 7ィードパック機構さ

11 
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えー形成されてきたとは言い難い。

xxxv)オンラインジャーナルについても同様の

提案が現れている

聴題だげでなくし，後掲7.4.3のような手当草撫

しに分散的に可能かどうか，また，ネット

ワーク形態資料の場合， トラフィックの解

消以外に分散化のメリットがどれほどある

か，やや疑問。

xxxvi)この方式の眼目はトラフィック処理にあ

り，ライセンス価格抑制ではない。この方

式は，供給側には負荷の平均化と低コスト

で安定的な収入，利用者側には最低限のア

クセシビリティーそれほど悪くない水準で

のーを保証するという点でメリットがある。

xxxvii)これらは，クレームや著作権について特

別な処理が必要な場合を除き，アカウント

処理も含めてすべて自動処理される。実際

にはより複雑な会計処理前払いや予算残

高の確認などや優先順位処理例えば同

一サイトから同一誌に対し複数の要求があ

るときは 2件目以降を他のサイトの要求の

後に回すなど適当な評価手順を通すーの必

要性も考えられるが，本質的には本文で述

べたようなFIFO型の待ち行列となる。

xxxviij)言うまでもなくとれは省令なE行政レベ

ノレでは実現不可能で，立法措置が必要と考

えられるo 大学コミュニティも含めてより

明確な国民的合意を必要とし，短期的政策

にはなり得ない。この政策に対しては，伝

統的な大学自治論等の組織論的立場からだ

けでなく，帰属するコミュニティ内に図書

館の重要な役割を見出そうとする機能論な

いし戦略論的立場(例えば198))からも，

反対が予想される。他方，この構想の社会

的な正当性の根拠は，センター館，全国目

録等の業務が現実に全国的立場で遂行され，

また，相互協力，収集，保存等も多くは個

別大学の自治の範囲を超えた社会的性格と

機能を併せ持つことであるo

略語一覧

ARL Association of Research Libraries 米

国)研究図書館協会

BLDSC British Library Document Supply Cen 

t同大英図書館文献供給センター

BLLD British Library Lending Division 大英

図書館貸出部

CA Chemical Abstracts 化学分野の抄録誌

12 

CDD commercial document delivery 商業的文

献供給

CDS commercial document supplier 商業的文

献供給業者

COE center of excellence (一国にお貯る，また

は世界的な)高度な学術の中心機関

CONTU National Commission on New Techno 

logical Uses 01 Copyrighted Works 米国著作

権委員会

FIFO lirsHn-lirst-out データ処理におけるス

タックや待ち行列などの方式の 1つで，入力さ

れた順にとり出すという処理方式

CRL Center for Research Libraries 研究図書

館センター 低利用資料を主な対象とする米国

の文献保存および収集・供給センター

I/F impact lactor インパクト・ファクター。掲

載論文の平均被引用数。学術雑誌の評価指標と

して用いられる。

ILL inter-library loan 図書館関相互貸借(電

子複写等複製によるものも含む)

1M Index Medicus N LMが編集発行する医学

分野の索引誌。 MEDLlNEのプリント版。

MEDLlNE MEDLARS online 1Mのオンライ

ン版

MILC Midwest Inter-Library Center 中西部相

互図書館センター CRLの前身

NCLIS N ational Commission on Libraries & 
Information Science 大統領直属の米国図書館
情報科学委員会

NEL National Electronic Library/national 

electronic library 1994年に Hawkinsが提唱

した国立電子図書館

NII National Information Infrastructure 米国

の全米情報基盤

NIST National Information System for Science 

and Technology 科学技術情報の全国的流通シ

ステム(科学技術会議第4号答申)

NLL(ST) National Lending Library (for Sci 

ence and Technology) 英国国立貸出図書館

現在の大英図書館の前身の 1つ

NLM N ational Library 01 Medicine (米国)国

立医学図書館

NPC national periodical(s) center/National 

Periodical Center 全国(国立)雑誌センター

NPRS national periodicals resource system/ 

National Periodicals Resource System 全国

(国立)雑誌資源システム

NPS national periodical(s) system(National 
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Periodical System 全国雑誌システム

RLG Research Libraries Group 米国)研究図

書館グループ

SILC system for interーlibrarycommunication 

R.M. Hayesによる ILLのためのコンピュータ

ネットワークシステム構想

SSG (-Plan) Sondersammelgebietsplan (ドイ

ツ研究協会による)特別収集領域計画

STM Sはscience.Tはtechnology，M は

medicine (managementの場合も) 自然科学

系・技術系の学術雑誌には共通の特徴が多いこと

から，これらの分野を一括りにこう呼ぶ
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